
  

１．平成23年２月期第２四半期の連結業績（平成22年３月１日～平成22年８月31日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

  

  

３．平成23年２月期の連結業績予想（平成22年３月１日～平成23年２月28日） 

  

（注）「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる普通株式数については、平成22年８月末における発行済株式総数（自己株式を除く）を
使用しております。  
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年２月期第２四半期  4,697  46.2  80 ―  △357 ―  △5,718 ― 

22年２月期第２四半期  10,173  △65.6  △1,340 ―  △2,911 ―  △3,352 ― 

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年２月期第２四半期  △86  94 ― 

22年２月期第２四半期  △120  37 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年２月期第２四半期  24,718  △4,490  △18.8  △53  02

22年２月期  36,950  528  1.0  6  28

（参考）自己資本 23年２月期第２四半期 △4,639百万円 22年２月期 382百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年２月期 ― 0 00 ― 0 00  0  00

23年２月期 ― 0 00

23年２月期(予想）     ― 0 00  0  00

（注）当四半期における配当予想の修正有無： 無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  10,250  △43.0  750 ―  70 ―  40 ―  0  46

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他」をご覧ください。） 

新規        社  （社名）                        、除外        社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりま

す。 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因に

よって異なる結果となる可能性があります。 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 無

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 有

①  会計基準等の改正に伴う変更： 無

②  ①以外の変更              ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年２月期２Ｑ 87,762,600株 22年２月期 61,096,200株

②  期末自己株式数 23年２月期２Ｑ 247,997株 22年２月期 247,997株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年２月期２Ｑ 65,775,689株 22年２月期２Ｑ 27,847,686株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に景気の持ち直しの兆しが見られるものの、雇用情勢等

について改善には至っておらず、企業の設備投資や個人消費の低迷が続くなど、依然として先行き不透明な状況が

続いており、企業をとりまく環境は厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループが属する不動産業界におきましては、住宅税制の優遇措置や住宅版エコポイント制度の新設等の経

済対策や住宅価格の調整等の進展により、個人消費者向けの新築マンション市場や戸建て市場においては、堅調に

推移してまいりました。 

このような環境下において、当社グループは「豊かで快適な暮らしの創造」を企業理念とし、平成22年３月17日

発表の中期経営計画「LAND Value Up Plan 2013」の達成に向けて、貸借対照表の量的改善を図るとともに、有利

子負債の削減による支払利息等の軽減や増資による資本増強により、将来の業績回復に向け最大限の努力を継続し

てまいりました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,766百万円、営業損失231百万円、経常損失446百万円と

なりました。また、資産及び債務の圧縮を目的とした固定資産の処分を行った結果、四半期純損失として5,793百

万円を計上いたしました。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

(不動産販売事業) 

不動産販売事業におきましては、自社分譲マンション16戸及び不動産流動化案件１件等の引渡しを行いました

結果、売上高は540百万円、営業損失は205百万円となりました。 

(不動産関連業務受託事業) 

不動産関連業務受託事業におきましては、他社分譲マンションの販売代理手数料及び収益不動産保有事業にお

ける賃貸収入並びにその他の収入を合わせ、売上高は259百万円、営業損失は81百万円となりました。 

(シニア住宅事業) 

シニア住宅事業におきましては、開設済み施設の稼働率も順調に推移し、売上高は966百万円、営業利益は47百

万円となりました。  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ12,232百万円減少し、24,718百万円とな

りました。これは主に大幅な債務圧縮を目的とした棚卸資産や保有固定資産の処分を実施したことによるものであ

ります。 

また、当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ7,213百万円減少し、29,208

百万円となりました。これは主に保有不動産の売却に伴い有利子負債が減少したことによるものであります。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における純資産は、4,490百万円の債務超過となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得られた資金は、190百万円となりました。これは主に、分譲マンション等の販売及び不動

産流動化事業用資産の売却によるたな卸資産の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によって得られた資金は、2,075百万円となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は、2,277百万円となりました。これは主に、たな卸資産及び有形固定資産等の

売却に伴う当該プロジェクト資金の返済による支出によるものであります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年２月期通期の連結業績予想に関しましては、マンション分譲事業及びシニア住宅事業が想定通り堅調で

あることに加え、固定資産売却損を大きく計上することとなったものの、債権者様からのご協力もあり一部債務免

除に関して合意を得られたことや、無担保の残債務に関しましても債務の免除について継続協議を行っていること

等を考慮し、平成22年４月14日に公表した連結業績予想を変更しておりません。  

 今後協議の進捗に応じて業績予想値の変更の必要が生じ次第、適時に開示してまいります。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

- 2 -



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

固定資産の減価償却費の算定方法は、年度予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方法としておりま

す。 

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算出にあたっては、加味する加減算項目や税額控除項目を、重要なものに限定してお

ります。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 該当事項はありません。    

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前連結会計年度において、貸借対照表の量的改善を目的とした、物件売却による資産の圧

縮、有利子負債の削減による支払利息等の軽減、増資による資本増強等により、将来の業績回復に向けた土台の

整備を図ってまいりましたが、不動産業界を取り巻く環境は、依然として厳しく、営業キャッシュ・フローはプ

ラスとなったものの、損益面では5,477百万円の経常損失及び5,836百万円の当期純損失を計上致しました。 

 そのため、引き続き金融機関からの借入金の一部につき財務制限条項に抵触することとなったため、当該債務

につき期限の利益喪失にかかる請求を受ける可能性がある状態になっておりました。 

 また、大幅な損失を計上したことにより、自己資本比率が減少しており、将来にわたって事業活動を継続する

との前提に疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりました。 

 当第２四半期連結累計期間においては、中期経営計画「LAND Value Up Plan 2013」に従い、大幅な債務圧縮

を目的とした棚卸資産や保有固定資産の処分を実施したことにより、損益面で357百万円の経常損失及び5,718百

万円の四半期純損失を計上したため、4,490百万円の債務超過状態となっております。 

 以上のような事象により、当社グループには、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に疑義を生じさせ

るような事象又は状況が存在しております。 

当社グループといたしましては、担保資産売却処分後の無担保債権等について、一部債権者様から債務免除

の合意を頂く等、支援を頂けていることに加え、平成22年３月17日発表の中期経営計画「LAND Value Up Plan 

2013」に沿った施策の確実な実施により、当該状況の大幅な改善を実現できると考えており、このような状況

を早期に解消すべく、グループ一丸となって、業績の回復に努めてまいります。   

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 825,559 1,130,044

受取手形及び売掛金 496,484 406,558

販売用不動産 168,532 2,255,167

仕掛販売用不動産 5,850,006 7,167,280

その他 457,813 442,277

貸倒引当金 △4,001 △3,943

流動資産合計 7,794,394 11,397,384

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,302,104 7,226,367

減価償却累計額 △2,808,896 △613,128

建物及び構築物（純額） 4,493,207 6,613,239

土地 9,692,375 16,063,772

その他 1,097,883 1,099,099

減価償却累計額 △265,842 △241,632

その他（純額） 832,041 857,466

有形固定資産合計 15,017,624 23,534,478

無形固定資産 73,020 128,348

投資その他の資産   

投資有価証券 48,006 50,860

差入保証金 1,034,433 1,062,440

その他 1,049,028 1,075,000

貸倒引当金 △298,479 △298,418

投資その他の資産合計 1,832,988 1,889,883

固定資産合計 16,923,633 25,552,710

資産合計 24,718,028 36,950,094

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 206,500 1,068,240

短期借入金 4,307,241 5,142,138

1年内返済予定の長期借入金 12,529,901 15,858,822

未払金 3,451,441 5,279,375

未払法人税等 283,202 382,802

引当金 78,476 92,484

その他 2,946,545 2,324,455

流動負債合計 23,803,309 30,148,319
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年２月28日) 

固定負債   

長期借入金 3,124,250 3,699,584

長期入居一時金預り金 1,394,657 1,591,020

その他 886,156 982,928

固定負債合計 5,405,063 6,273,532

負債合計 29,208,373 36,421,851

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,070,794 4,722,798

資本剰余金 4,835,514 4,487,518

利益剰余金 △14,101,351 △8,382,784

自己株式 △440,204 △440,204

株主資本合計 △4,635,245 387,327

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4,550 △4,640

繰延ヘッジ損益 － △29

評価・換算差額等合計 △4,550 △4,669

新株予約権 149,450 145,584

純資産合計 △4,490,345 528,242

負債純資産合計 24,718,028 36,950,094
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 10,173,982 4,697,219

売上原価 9,998,801 3,596,433

売上総利益 175,180 1,100,785

販売費及び一般管理費 1,516,131 1,020,408

営業利益又は営業損失（△） △1,340,950 80,377

営業外収益   

受取利息 8,171 8,472

賃貸収入 65,330 28,152

その他 50,102 58,363

営業外収益合計 123,605 94,987

営業外費用   

支払利息 542,270 476,258

支払手数料 310,174 －

契約解除損失 772,438 －

その他 69,763 56,844

営業外費用合計 1,694,647 533,102

経常損失（△） △2,911,993 △357,737

特別利益   

投資有価証券売却益 146,999 －

固定資産売却益 － 55,173

債務免除益 － 127,049

その他 22,124 785

特別利益合計 169,124 183,008

特別損失   

固定資産売却損 176,238 4,618,222

その他 72,658 921,681

特別損失合計 248,896 5,539,904

税金等調整前四半期純損失（△） △2,991,765 △5,714,633

法人税、住民税及び事業税 5,817 3,933

法人税等調整額 29,275 －

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

325,156 －

法人税等合計 360,249 3,933

四半期純損失（△） △3,352,014 △5,718,566
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 3,092,535 1,766,704

売上原価 3,008,453 1,491,492

売上総利益 84,081 275,211

販売費及び一般管理費 623,064 507,004

営業損失（△） △538,982 △231,792

営業外収益   

受取利息 5,092 4,285

賃貸収入 31,769 18,935

解約金収入 － 17,738

その他 18,607 31,968

営業外収益合計 55,469 72,927

営業外費用   

支払利息 280,576 237,554

支払手数料 24,460 －

契約解除損失 253,154 －

その他 19,304 49,622

営業外費用合計 577,495 287,176

経常損失（△） △1,061,009 △446,041

特別利益   

投資有価証券売却益 0 －

固定資産売却益 － 55,173

債務免除益 － 127,049

その他 22,124 785

特別利益合計 22,124 183,008

特別損失   

固定資産売却損 176,238 4,618,222

その他 31,604 910,299

特別損失合計 207,842 5,528,521

税金等調整前四半期純損失（△） △1,246,727 △5,791,555

法人税、住民税及び事業税 3,892 2,051

法人税等調整額 168 －

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

325,156 －

法人税等合計 329,217 2,051

四半期純損失（△） △1,575,945 △5,793,606
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,991,765 △5,714,633

減価償却費 247,452 238,372

のれん償却額 62,888 53,448

投資有価証券売却損益（△は益） △146,999 2,776

支払利息 542,270 476,258

有形固定資産売却損益（△は益） 176,238 4,563,048

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,188,661 3,403,980

前渡金の増減額（△は増加） 218,317 －

仕入債務の増減額（△は減少） 604,700 △658,545

未払金の増減額（△は減少） △549,701 △281,004

前受金の増減額（△は減少） △1,878,662 △478,810

その他 △373,064 506,396

小計 1,100,335 2,111,287

利息及び配当金の受取額 8,545 8,911

利息の支払額 △428,850 △136,308

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 378,279 △73,435

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,058,310 1,910,455

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 200,315 －

有形固定資産の取得による支出 △387,675 △1,525,206

有形固定資産の売却による収入 1,422,050 3,454,697

投資有価証券の売却による収入 147,000 －

差入保証金の回収による収入 471,129 26,392

その他 △40,671 14,509

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,812,147 1,970,392

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,404,093 △547,988

長期借入れによる収入 123,000 －

長期借入金の返済による支出 △2,415,313 △3,904,254

株式の発行による収入 799,984 299,996

新株予約権の発行による収入 180,170 －

その他 82,930 △33,085

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,633,321 △4,185,333

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 237,136 △304,484

現金及び現金同等物の期首残高 1,094,335 1,130,044

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,331,471 825,559
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当社グループは、前連結会計年度において、貸借対照表の量的改善を目的とした、物件売却による資産の圧縮、

有利子負債の削減による支払利息等の軽減、増資による資本増強等により、将来の業績回復に向けた土台の整備を

図ってまいりましたが、不動産業界を取り巻く環境は、依然として厳しく、営業キャッシュ・フローはプラスとな

ったものの、損益面では5,477百万円の経常損失及び5,836百万円の当期純損失を計上致しました。 

そのため、引き続き金融機関からの借入金の一部につき財務制限条項に抵触することとなったため、当該債務に

つき期限の利益喪失にかかる請求を受ける可能性がある状態になっておりました。 

また、大幅な損失を計上したことにより、自己資本比率が減少しており、将来にわたって事業活動を継続すると

の前提に疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりました。 

当第２四半期連結累計期間においては、中期経営計画「LAND Value Up Plan 2013」に従い、大幅な債務圧縮を

目的とした棚卸資産や保有固定資産の処分を実施したことにより、損益面で357百万円の経常損失及び5,718百万円

の四半期純損失を計上したため、4,490百万円の債務超過状態となっております。 

以上のような事象により、当社グループには、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在しております。 

しかしながら、下記施策の確実な実行により、早期に大幅な改善が実現できると考えております。 

 ① 共同事業方式によるマンション分譲事業の展開   

マンション分譲事業に関しましては、当社が土地を取得し、建築費を事業パートナーに負担していただく

等、当社の資金流出を極力抑えた省資金型の共同事業方式により開発を進めてまいる所存であり、今後は、得

意とする東京・神奈川エリアに特化して、優良な物件のみを厳選し、供給戸数や売上高を追い求めるのではな

く、強みである仕入情報ネットワークを駆使し、得意とする企画力により、エリアニーズに適合した「売れる

マンション（＝良いもの）」のみをマーケット環境に応じた展開をしてまいります。  

 ② 堅調なシニア住宅事業の積極展開 

現状、シニア住宅事業は非常に好調であり、また、療養病床が大幅に削減される見込みであることから、要

介護者に対応できる受け皿の必要性が高まるものと認識しており、特に医療体制の充実した高齢者住宅ニーズ

は高まると想定しております。 

そのような環境の中、当社グループの強みとノウハウを活かし、ハード・ソフトの両面で同業他社との差別

化を図ることで、同事業を当社グループの事業の柱の一つとして引き続き積極的に展開してまいります。 

 ③ 新たなフィービジネスの展開 

 当社グループは、今後の重要な資金源として、入手した案件情報を活用し、これまで培ってきたノウハウに

より、仲介手数料やコンサルティングフィーを獲得する事業や、取得した土地にマンション事業を企画し、資

金力のある大手デベロッパー等に事業主の地位を譲渡することによりフィーを獲得する地位譲渡事業等の省資

金型のフィービジネスを新たに展開してまいります。 

 ④ 債務の圧縮 

既存のプロジェクト資金等につきましては、物件の販売スケジュールに合わせて返済条件の見直しを行うこ

とにつき、取引金融機関および建設会社にご協力をいただいており、見直し後の返済条件に従い支払いを行っ

ております。財務制限条項に抵触する借入契約につきましても、金融機関に対して期限の利益の喪失請求を留

保依頼を行っております。また、一部債権者から担保資産売却処分後の無担保債権について、債務免除の合意

を頂くなどしており、債務の圧縮に向けた協議を継続して実施してまいります。  

 ⑤ 株主価値を棄損しない資金調達の実施  

当社グループは、堅調なシニア住宅事業という安定したコア成長ビジネスを持ち、物件の仕入れ力と販売力

には定評があるものと自負しており、必要に応じた資金を調達することができれば、成長路線に戻せると認識

しております。今後は、引き続き様々な調達手法を検討し、株主価値を最大限に高める最適な手法により適宜

必要な資金を調達してまいる所存であります。 

また、上記施策に加え、既に実施しております人員配置の適正化や拠点の統廃合をはじめとした販売費及び一

般管理費の削減を引き続き徹底することにより、支出の抑制に努めてまいります。  

しかしながら、不動産市場のさらなる悪化等によりたな卸資産の売却や新規事業が計画のとおりに進まない可能

性や金融機関との返済条件の見直し交渉や資金調達につきましても関係者との協議を行いながら進めている途上で

あること、また、資金調達面においては株式市場並びに当社株価等の状況に影響されるため、現時点では継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

なお、当第２四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成しており、継続企業の前提に関

する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年８月31日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

  

（５）セグメント情報

  （単位：千円）

  不動産販売事業 不動産関連業務
受託事業 シニア住宅事業 計 消去又は全社 連結

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  2,173,266  139,984  779,284  3,092,535        3,092,535

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 ―  2,795  ―  2,795 (2,795)  ―

計  2,173,266  142,779  779,284  3,095,331 (2,795)  3,092,535

営業利益又は営業損失（△）  △435,477  △113,072  △13,331  △561,881  22,898  △538,982

  （単位：千円）

  不動産販売事業 不動産関連業務
受託事業 シニア住宅事業 計 消去又は全社 連結

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  540,142  259,980  966,582  1,766,704        1,766,704

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 589,714  3,125  ―  592,839 (592,839)  ―

計  1,129,856  263,105  966,582  2,359,543 (592,839)  1,766,704

営業利益又は営業損失（△）  △205,413  △81,831  47,013  △240,231  8,439  △231,792

  （単位：千円）

  不動産販売事業 不動産関連業務
受託事業 シニア住宅事業 計 消去又は全社 連結

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  8,335,172  281,747  1,557,061  10,173,982        10,173,982

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 ―  5,063  ―  5,063 (5,063)  ―

計  8,335,172  286,810  1,557,061  10,179,045 (5,063)  10,173,982

営業利益又は営業損失（△）  △1,197,946  △224,514  35,802  △1,386,658  45,707  △1,340,950
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当第２四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年８月31日） 

（注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① 不動産販売事業・・・・・・・自社分譲マンションの分譲及び不動産流動化事業 

② 不動産関連業務受託事業・・・他社分譲マンションの販売代理を含む不動産の媒介及び広告宣伝代理業

務、ローン事務代行業務、並びに不動産の賃貸に関する事業 

③ シニア住宅事業・・・・・・・シニア用住宅の企画・運営業務等 

３ 不動産販売事業においては、通常の営業形態として物件の引渡時に売上が計上されるため、四半期ごとの売

上高及び業績の間には著しい季節変動が発生する場合があります。 

４ シニア住宅事業においては、シニア住宅の開設時期に偏りがある場合、四半期ごとの売上高及び業績の間に

は著しい季節変動が発生する場合があります。 

  

  

当社は、平成22年７月29日付で有限会社さくら浄苑墓地共同事業組合及び株式会社経通ネットワーク並びに株式

会社ミッドナイトエクスプレスを割当先とした第三者割当による新株式の発行（総額695,993千円、うち395,997千

円はデット・エクイティ・スワップによる現物出資の方法）を行ったことにより、前連結会計年度末に比べ、資本

金が347,996千円、資本準備金が347,996千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が5,070,794千

円、資本準備金が4,835,514千円となっております。  

  

  （単位：千円）

  不動産販売事業 不動産関連業務
受託事業 シニア住宅事業 計 消去又は全社 連結

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  1,884,817  889,897  1,922,504  4,697,219        4,697,219

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
 589,714  5,960  ―  595,674 (595,674)  ―

計  2,474,532  895,858  1,922,504  5,292,894 (595,674)  4,697,219

営業利益又は営業損失（△）  △156,353  88,104  118,051  49,802  30,574  80,377

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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